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III．公共施設等の総合的かつ計画的な基本方針

１． 基本理念

（１） 長期基本計画の着実な実現

区は、平成 20年（2008年）4月、区の将来像を「輝く笑顔 住み続けたいま
ち しながわ」とする「品川区基本構想」を取りまとめ、平成 21 年（2009 年）
4月には、基本構想の実現のための施策とスケジュールを示した「品川区長期基
本計画」（平成 21年度（2009年度）～平成 30年度（2018 年度））を策定しま
した。その後、平成 26年（2014年）4月には、区政を取り巻く社会環境の変化
に対応するため長期基本計画の中間見直しを行いました。また、長期基本計画

を着実に実現していくための中期的な計画として、平成 28年（2016年）4月に、
総合実施計画の第 4次（平成 28年度（2016年度）～平成 30年度（2018年度））
を策定しています。

「品川区公共施設等総合計画」はこれらの計画との整合を図りながら、中長

期的な視点の下、施設の建設・改築、インフラの整備・改修、及び既存施設の

有効活用を行う際の積極的に検討すべき全体方針とともに、施設類型ごとの基

本的な方向性を示すものです。

（２） 公共施設有効活用プランの発展的継承

区は、平成 24年（2012年）7月に、区民の貴重な財産である区有施設の現状
と課題を整理し、より効果的・効率的に区民サービスを提供するための区有施

設の今後の方向性を明らかにすることを目的に「品川区公共施設有効活用プラ

ン」を策定しました。「品川区公共施設等総合計画」はこのプランの基本方針を、

現在の社会情勢や行政需要を踏まえ発展的に継承するものです。

２． 全体方針

（１） 財政負担を考慮しながらも、必要な施設は整備

区が保有する全 312 施設について、維持管理・修繕・更新等を適切な時期に
行う場合、今後 30 年間で年当たり平均 80.8 億円の経費が必要となると見込ま
れ、現在と比べると、年当たり平均で 25.9億円のコスト増が発生すると推計さ
れています。そのような中でも、既存施設を適切に維持管理していくことを基

本としつつ、子育て支援施設や福祉施設等の新たな行政需要には適時適切に対

応していく必要があります。そのため、施設の建設・改築の検討にあたっては、

必要な機能や延床面積を精査し、費用対効果を踏まえた適正な施設機能と規模

の設定を行い、コスト縮減を行います。
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（２） 施設の必要性や存在意義をゼロベースで検証

施設で提供するサービスが建設当初の目的や役割を果たしているか、区民ニ

ーズの変化に対応できているか、施設は有効に機能しているか、民間施設と競

合していないかなど、施設の必要性や存在意義をゼロベースで検証し、その目

的や役割を果たしていない施設などは、地域ニーズや利用実態を踏まえ、他機

能への用途転用、近隣施設との統合・複合化などを検討し、施設総量の適正化

を図ります。

（３） 施設需要に合わせた弾力的な使用・運用及び転用等を検討

施設の利用状況や区民ニーズを的確に把握し、レイアウト変更や大規模改修

にあわせて多目的利用が可能な仕様に変更するなど、施設の弾力性の向上を図

ります。また、従来の目的別、対象別に利用者を固定した施設のあり方を見直

し、幅広い区民が利用可能となるような条件整備を図ります。

（４） 公設民営、民設民営をはじめ施設の民間への移行を検討

公共施設の管理運営にあたっては、効率性、区民サービスなどの観点から検

討・改善を行い、コスト縮減、利用率及び区民満足度の向上を図ります。特に、

民間に管理運営を任せることのできる施設は、民間事業者等による施設運営へ

の移行や指定管理者制度の更なる推進について検討を進めます。

（５） PPP/PFI を含め民間活力の活用を幅広く検討 

公共施設の整備及び施設運営にあたっては、PPP/PFI 手法の導入も検討し、
民間の資金、経営能力及び技術的能力、創意工夫・ノウハウを取り入れるなど

民間活力を広く活用し、効果的・効率的な施設整備、質の高い施設運営を行い

ます。

また、施設の立地条件や地域特性に応じた定期借地権の手法による民間貸付

など、資産としての有効活用も行います。

さらに、区の施策上必要性の高い施設を民間事業者が整備する場合、貸付の

賃料を減額するなど、民間活力の積極的な誘導を図ります。
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３． 公共施設等の管理に関する基本的な考え方

（１） 点検・診断等の実施方針

①日常的・定期的な点検・診断等の実施 

建築物を構成する部材や設備は、経年変化によって生じる腐食や損傷、老

朽化等によって劣化し、本来の機能を低下させる要因となります。そこで、

施設管理者による日常点検や建築基準法に基づく定期点検を実施するととも

に、指定管理者や維持管理受託者による各種設備等の点検等を実施し、屋根

材や外装仕上げなどの建築部分及び電気設備や給排水設備などの建築設備部

分における劣化状況を的確に把握します。特にひび割れ等がないか確認し、

将来の震災に対して、構造体の強度に問題がないか把握します。

②点検・診断等の記録の蓄積・活用 

点検・診断等の結果に基づき必要な対応を行うとともに、点検・診断等の

内容や対応した内容を履歴情報として蓄積し、一元的に管理・活用すること

で、計画的な維持管理・修繕・更新等を実施するとともに、本計画の見直し

に反映させます。

（２） 維持管理・修繕・更新等の実施方針

建築物の維持管理・修繕・更新等は、事後改修ではなく、点検・診断を踏ま

えた計画的な予防保全を徹底するとともに、防水や塗装について適宜改修・更

新することにより、施設の長寿命化を図り、ライフサイクルコストの縮減と財

政負担の平準化に努めます。

（３） 安全確保の実施方針

点検・診断等の結果によって、緊急度・危険度の高いものに対しては、早急

に修繕等の対策を講じるとともに、老朽化や耐震化の状況を注視し、事故の未

然防止と安全確保に努めます。

利用中の公共施設等については、利用者の安全を確保するために、平時から

緊急時に備えた設備の整備を図り、有事の際の被害を最小限にとどめます。

（４） 耐震化の実施方針

区では、平成 19 年（2007 年）に「品川区耐震改修促進計画」を策定し、昭
和 56年（1981年）5月以前に建設された旧耐震基準の区有施設について、計画
的に耐震化の取組みを進めています。今後は、橋梁等のインフラ施設について

も耐震化を進めていきます。
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（５） 長寿命化の実施方針

①建築物における長寿命化 

区有施設については、「区有施設中長期改修計画」及び「公営住宅等長寿命

化計画」に基づき、定期的な点検・診断等と必要箇所への適切な修繕・更新

を行うことで長寿命化を図り、中長期的な視点に立った安全性の確保とライ

フサイクルコストの縮減を図ります。

②インフラ施設における長寿命化 

インフラ施設については、「橋梁長寿命化修繕計画」及び「公園施設長寿命

化計画」に基づき、健全度に応じた適切な修繕・更新を行うとともに、道路

における長寿命化についても検討し、インフラ施設の安全を確保した上でラ

イフサイクルコストの縮減を図ります。


